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証券コード 6730
2025年５月30日

（電子提供措置の開始日2025年５月23日）
株主の皆さまへ

東京都千代田区外神田四丁目14番１号

代表取締役社長 斉 藤 昭 宏

第30期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第30期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご

通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネ

ット上の下記ウェブサイトに「第30期定時株主総会招集ご通知」及び
「その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」として電子提供措置
事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.axell.co.jp/ir/holder/#meeting

また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載
しておりますので、下記の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービ
ス）にアクセスして、「銘柄名（会社名）」に「アクセル」又は「証券コ
ード」に当社証券コード「6730」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧
書類／PR情報」を順に選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し
あげます。

東証ウェブサイト https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席いただくほか、インターネット又は書面により議決
権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書
類をご検討のうえ、2025年６月18日（水曜日）午後６時までに議決権
をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
1. 日 時 2025年６月19日（木曜日） 午前10時
2. 場 所 東京都千代田区飯田橋三丁目10番８号

ホテルメトロポリタンエドモント ２階 悠久の間
3. 株主総会の目的事項

報 告 事 項
１ 第30期(自2024年４月１日至2025年３月31日)事業報告の内

容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

２ 第30期(自2024年４月１日至2025年３月31日)計算書類の内
容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

以 上
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◎資料やお土産の配布はございません。何卒ご理解いただきますようお願い申しあ
げます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をさ
れたものとしてお取扱いいたします。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内
容を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置
事項を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第
15条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
・事業報告の「主要な事業内容」「主要な営業所及び工場」「従業員の状況」「主
要な借入先の状況」「その他企業集団の現況に関する重要な事項」「株式の状
況」「会社の新株予約権等に関する事項」「社外役員に関する事項」「会計監査
人の状況」「職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」「剰
余金の配当等の決定に関する方針」「会社の支配に関する基本方針」

・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」
したがいまして、本招集ご通知に記載している事業報告、連結計算書類及び計算
書類は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした
対象の一部であります。

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
当社の株主還元方針は「株主の皆さまへの期間収益の還元」と「機動的な経営を

可能にするための内部留保」の適正な水準を勘案し、株主の皆さまへの還元を最大
化することです。本方針に基づき利益配当につきましては、当期純利益の50％を配
当額とすること（配当性向50％）を原則としております。配当性向50％で算定し
た配当額が前年配当額を下回る場合には、適正な内部留保を確保したうえで、従前
の配当水準を考慮し配当額を検討いたします。なお、配当性向につきましては、連
結決算を優先いたします。
この方針のもと、当期の期末配当につきましては、１株につき45円とさせていた

だきたく存じます。

期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

金銭といたします。
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその金額

当社普通株式１株につき金 45円 総額493,389,765円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年６月20日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名全員は、本総会終結の時をもっ

て任期満了となりますので、取締役５名の選任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案に関し、監査等委員会は特段の意見がない旨を確認しております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

１
まつうら かずのり

松浦 一教 再任

生年月日
1970年１月25日生

満55歳

所有する当社の株式数
421,880株

略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
1994年４月 新日本製鐵株式会社（現日本製鉄株式会社）入

社
1998年４月 当社入社
2004年４月 当社技術グループシニアマネージャー
2006年６月 当社取締役技術グループアシスタントゼネラル

マネージャー
2010年６月 当社取締役技術グループゼネラルマネージャー
2012年６月 当社代表取締役社長
2014年４月 筑波大学客員教授
2022年６月 当社代表取締役会長（現任）
取締役会への出席状況
100％（13回中 13回出席）
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者と
した理由

松浦一教氏は、他社において豊富な半導体開発の経験を有
し、当社においては2012年より代表取締役社長、現在は代
表取締役会長として事業推進及び経営管理全般に携わってお
ります。同氏の豊富な経験と実績を今後も当社の経営に生か
すことにより、取締役会の意思決定機能の更なる強化及び業
務執行の迅速化・効率化が図られ、経営環境の変化に的確に
対応できる機動的な経営体制の構築に資するものと判断し、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者といたし
ました。
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候補者番号

２
さいとう あきひろ

斉藤 昭宏 再任

生年月日
1966年８月４日生

満58歳

所有する当社の株式数
51,050株

略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
1989年４月 新日本製鐵株式会社（現日本製鉄株式会社）入

社
2002年１月 当社入社
2004年４月 当社営業グループシニアマネージャー
2006年６月 当社取締役営業グループアシスタントゼネラル

マネージャー
2010年６月 当社取締役営業グループゼネラルマネージャー
2012年６月 当社代表取締役副社長営業グループゼネラルマ

ネージャー
2018年６月 当社代表取締役副社長営業グループ、管理グル

ープ管掌
2019年５月 ax株式会社取締役（現任）
2020年４月 当社代表取締役副社長
2022年６月 当社代表取締役社長（現任）
取締役会への出席状況
100％（13回中 13回出席）

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者と
した理由

斉藤昭宏氏は、他社において豊富な半導体営業・事業推進
の経験を有し、当社においては2012年より代表取締役副社
長、現在は代表取締役社長として事業推進及び経営管理全般
に携わっております。同氏の豊富な経験と実績を今後も当社
の経営に生かすことにより、取締役会の意思決定機能の更な
る強化及び業務執行の迅速化・効率化が図られ、経営環境の
変化に的確に対応できる機動的な経営体制の構築に資するも
のと判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候
補者といたしました。
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候補者番号

３
きゃく の かず き

客野 一樹 再任

生年月日
1983年12月12日生

満41歳

所有する当社の株式数
19,070株

略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
2006年４月 当社入社
2011年３月 筑波大学大学院システム情報工学研究科博士後

期課程修了（工学博士）
2013年４月 当社技術グループシニアマネージャー
2014年４月 筑波大学客員准教授（現任）
2018年６月 当社取締役新規事業推進担当ゼネラルマネージ

ャー 技術グループアルゴリズムチームチーム
リーダー

2018年７月 株式会社VIPPOOL取締役
2019年４月 当社取締役新規事業推進担当ゼネラルマネージ

ャー 技術グループアルゴリズムチーム管掌
2019年５月 ax株式会社取締役
2019年８月 モーションポートレート株式会社取締役
2022年４月 当社取締役事業開発グループゼネラルマネージ

ャー 技術グループアルゴリズムチーム管掌
2022年６月 当社常務取締役事業開発グループゼネラルマネ

ージャー 技術グループアルゴリズムチーム管
掌

2024年４月 当社常務取締役CTO 技術グループアルゴリ
ズムチーム管掌（現任）

2025年４月 ax株式会社代表取締役社長（現任）
取締役会への出席状況
100％（13回中 13回出席）
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者と
した理由

客野一樹氏は、在学時に当社と共同研究を行っている研究
室に所属し、当社入社後は一貫して当社LSI製品の差別化を
担うアルゴリズムやアーキテクチャを実現する独自の要素技
術開発に従事してきました。2018年からは研究開発部門の
リーダーとして同部門を統括し、現在は常務取締役CTOと
して研究開発分野の更なる強化を推進するとともに、AI事業
を中核とする子会社の代表取締役社長としてその職務を担っ
ております。同氏の豊富な知見と実績を今後も当社の経営に
生かすことで、取締役会の意思決定機能の更なる充実及び業
務執行の迅速化・効率化が図られ、経営環境の変化に的確に
対応できる機動的な経営体制の構築に資するものと判断し、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者といたし
ました。
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候補者番号

４
きしもと たかおみ

岸本 貴臣 再任

生年月日
1973年２月24日生

満52歳

所有する当社の株式数
10,280株

略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
1995年４月 高千穂交易株式会社入社
1999年11月 株式会社メガチップス入社
2006年10月 当社入社
2015年４月 当社営業グループシニアマネージャー
2018年６月 当社執行役員営業グループゼネラルマネージャー
2020年11月 aimRage株式会社代表取締役社長（現任）
2022年６月 当社取締役営業グループゼネラルマネージャー

（現任）
取締役会への出席状況
100％（13回中 13回出席）

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者と
した理由

岸本貴臣氏は、他社において豊富な半導体営業の経験を有
し、当社入社後は営業部門においてLSI製品をはじめとする
各種周辺製品などの営業活動を通じて、新規顧客の開拓や既
存顧客との関係強化を実現するなど、当社製品群の売上拡大
及び市場シェア向上に寄与してきました。現在は営業部門の
責任者として市場ニーズを的確に捉えたマーケティングを推
進するとともに、メモリモジュールの開発・販売に特化した
子会社の代表取締役社長としてその職務を担っております。
同氏の豊富な知見と実績を今後も当社の経営に生かすこと
で、取締役会の意思決定機能の更なる充実及び業務執行の迅
速化・効率化が図られ、経営環境の変化に的確に対応できる
機動的な経営体制の構築に資するものと判断し、取締役（監
査等委員である取締役を除く。）候補者といたしました。
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候補者番号

５
きく ち あつ し

菊地 篤志 再任

生年月日
1977年５月24日生

満48歳

所有する当社の株式数
25,480株

略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
2002年11月 当社入社
2012年６月 当社技術グループシニアマネージャー LSI チ

ームチームリーダー
2018年６月 当社執行役員技術グループアシスタントゼネラ

ルマネージャー
LSIチームチームリーダー

2019年４月 当社執行役員技術グループゼネラルマネージャー
2022年６月 当社取締役技術グループゼネラルマネージャー

（現任）
2024年４月 aimRage株式会社取締役（現任）
取締役会への出席状況
100％（13回中 13回出席）

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者と
した理由

菊地篤志氏は、当社入社以来、一貫して当社主力製品の
LSI開発に従事し、2012年からはLSI開発部門のリーダーと
して、最先端プロセスを用いた大規模なLSI設計開発を主導
し、顧客満足度の高いLSI製品の創出に貢献してきました。
現在は開発部門の責任者として、高度な専門性を有するエン
ジニア集団の陣頭指揮を執るなど、豊富な開発経験及び強い
リーダーシップを発揮しております。同氏の豊富な知見と実
績を今後も当社の経営に生かすことで、取締役会の意思決定
機能の更なる充実及び業務執行の迅速化・効率化が図られ、
経営環境の変化に的確に対応できる機動的な経営体制の構築
に資するものと判断し、取締役（監査等委員である取締役を
除く。）候補者といたしました。
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(注)1. 候補者のうち、当社との間に特別の利害関係を有する者は次のとおりであります。
客野一樹氏は当社子会社であるax株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社と
の間にロイヤリティ関連等の取引関係があります。
岸本貴臣氏は当社子会社であるaimRage株式会社の代表取締役社長であり、当社は
同社との間に一定の仕入等の取引関係があります。
なお、両氏以外の候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。

2. 当社は、取締役全員を対象として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠
償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者である取締役がその職務
の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
ずることのある損害を当該保険契約により填補することとしております。なお、各候
補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保
険契約を更新する予定であります。

以上
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（ご参考）
当社は、以下のとおり社外取締役の独立性に関する基準を定めております。

社外取締役の独立性に関する方針として、会社法が定める社外取締役の基準を満
たすとともに、以下の要件を満たす者を独立役員として選任いたします。
1. 次の事項に該当する場合は『独立役員』とは言えないと判断いたします。
＜取引関係＞
①当社グループの主要な取引先（注１）の業務執行者（注２）

＜主要株主＞
②当社グループの10%以上の議決権を保有している株主又はその業務執行者
③当社グループが10%以上の議決権を保有している者の業務執行者

＜アドバイザー・専門的サービス提供者＞
④当社グループの法定監査を行う監査法人の社員、パートナー又は従業員
⑤当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注３）を得ている
コンサルタント、公認会計士、税理士、弁護士、司法書士、弁理士等の専門家

＜社外役員の「持ち合い」関連（相互就任）＞
⑥当社グループの業務執行者が他の会社にて社外役員に就いている場合における
当該他の会社の業務執行者

＜寄付先＞
⑦当社グループから年間1,000万円を超える寄付又は助成を受領している団体の
業務執行者

＜近親者＞
⑧上記①から⑦までの、配偶者又は２親等内の親族もしくは同居の親族

＜その他＞
⑨過去３年間において上記①から⑧に該当していた者

2. 上記形式要件以外にも実質的な独立性を慎重に考慮するものといたします。

3. 独立役員は、上記１に定める要件のいずれかに該当することとなった場合に
は、直ちに当社に報告するものといたします。

(注) 1. 「主要な取引先」とは、その直近の年間取引金額が当社の売上高又は相手方の連結売上
高の２％を超えるものを意味しております。

2. 「業務執行者」とは、業務執行取締役、執行役、執行役員その他これらに準じる者及び
使用人を意味しております。

3. 「多額の金銭その他の財産」とは、その価額の総額が、個人の場合は１事業年度につき
1,000万円以上、法人・団体の場合は連結売上高の２％を超えることを意味しておりま
す。
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第２号議案が承認されたのちの経営体制（予定）スキルマトリックス

松浦一教 斉藤昭宏 客野一樹 岸本貴臣 菊地篤志 五十島滋夫 三村勝也 鈴木眞巨 西坂禎一郎

代表取締役
会長

代表取締役
社長

常務取締役
CTO

常務取締役
営業

グループGM

取締役
技術

グループGM
監査等委員 監査等委員 監査等委員 監査等委員 執行役員

経営全般・
経営戦略 ● ● ●

技術・
研究開発 ● ● ● ●

営業・
マーケティング ● ●

管理全般 ●

情報セキュ
リティ・DX ●

事業開発 ● ● ● ●

会計・税務 ● ●

ファイナンス・
M&A ● ● ●

国際経験・
国際ビジネス ● ● ●

リスク
マネジメント ● ●

以上
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＜議決権行使のお手続きについて＞
議決権を行使される場合は、下記の事項をご確認のうえ、ご行使くださいますよ

うお願い申しあげます。
記

株主総会にご出席いただける場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、会場受付
にご提出ください。

株主総会開催日時 2025年６月19日(木曜日)午前10時

郵送（書面）による議決権行使について
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、行使期限
までに到着するようご返送ください。

議決権行使期限 2025年６月18日(水曜日)午後６時到着分

インターネットによる議決権行使について
(1) 議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし

ていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「ログインID」
及び「仮パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、行使期
限までに議案に対する賛否をご入力ください。

(2) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただくための費用（インターネッ
ト接続料金・通信料金等）は株主さまのご負担となります。

(3) インターネットによる議決権の行使は、できるだけお早めにご行使い
ただき、ご不明点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせく
ださい。

(4) 事前にインターネットにより議決権をご行使いただきますと、抽選で
300名様に電子ギフト（500円相当）を贈呈いたします。

議決権行使期限 2025年６月18日(水曜日)午後６時まで
パスワードの取り扱い
(1) 株主総会招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。
(2) パスワードは議決権を行使される方が株主さまご本人であることを確認する手段ですので、大切にお取り

扱い願います。パスワードに関するお電話等によるご照会にはお答えいたしかねます。
複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有
効といたします。また、インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内
容を有効といたします。

システム等に関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

電話 0120-173-027（受付時間 午前９時〜午後９時 通話料無料）
以 上
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事 業 報 告

(自至 2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

1. 企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費の一部に足踏みが残るも
のの全体的な景気は持ち直しの動きがみられ、今後も緩やかな回復が期待さ
れております。しかしながら、物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等
を通じて個人消費に及ぼす影響や通商政策などアメリカの政策動向による影
響などが景気を下押しするリスクとなっており、先行きは不透明な状況が続
いております。
当社グループの主力市場であるパチンコ・パチスロ機市場は、スマート遊

技機の普及が進む中で、次世代機種への期待は継続しているものの、全体と
しては一部に減速感もみられる一年となりました。パチスロ機市場は、前年
にスマートスロットの人気を背景に市場が拡大した反動減の影響もあり、
2024年度は販売台数が前年を下回る水準となりました。一方、パチンコ機市
場は、スマートパチンコ専用の新ルールを搭載した機種の導入が継続する中
で、前年並みの販売台数を維持しており、底堅い推移を見せております。そ
の結果、当社の市場規模の目安となるパチンコ・パチスロ機の年間新台販売
台数は、前期161万台に対して153万台程度だったものと推計しております。
かかる環境の中で当社グループは、パチンコ・パチスロ機市場での安定収

益確保に向けた取り組み、組み込み機器市場（注）に向けたグラフィックス
LSIの販売拡大、さらにはAI領域を中心とする新規事業の規模拡大に向けた
取り組みに注力いたしました。また、新規事業の展開を加速させる観点から、
アライアンスや出資の検討等を積極的に実施いたしました。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は前期比2,325百万円減（同13.2％

減）となる15,244百万円、売上総利益は同1,209百万円減（同21.6％減）と
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なる4,388百万円となりました。売上総利益率は製品ミックスの変動による
影響等により3.1ポイント低下となる28.8％となっております。
販売費及び一般管理費は業績連動賞与の減額等に伴う人件費の減少に加え、

広告宣伝費の減少等により、前期比244百万円減（同7.7％減）となる2,926
百万円となりました。また、販売費及び一般管理費のうち研究開発費は同31
百万円減（同2.0％減）となる1,547百万円となっております。
以上により、営業利益は前期比965百万円減（同39.8％減）となる1,461百

万円、経常利益は前期比906百万円減（同37.0％減）となる1,542百万円、
親会社株主に帰属する当期純利益は同792百万円減（同44.8％減）となる
978百万円となりました。
（注）「組み込み機器市場」とは、パチンコ・パチスロ機以外の組み込み機器の製造に係

る市場として使用しております。組み込み機器とはコンピュータが内部に組み込ま
れており、そのコンピュータに特定のアプリケーションに特化した処理を行わせる
電子装置を意味しております。医療機器や自動販売機、生活家電など多種多岐にわ
たる機器が組み込み機器に該当いたします。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。また、下記セグメント
のほか、各セグメントに配分していない全社費用が654百万円となっており
ます。

(1) LSI開発販売関連
LSI開発販売関連は既存事業であるパチンコ・パチスロ機向け製品で構成

されており、売上高は前期比2,133百万円減（同12.6％減）となる14,804百
万円、セグメント利益は同1,077百万円減（同29.2％減）となる2,610百万
円となりました。製品別では、主力製品であるパチンコ・パチスロ機向けグ
ラフィックスLSIは、前期に比較して約13万個減少となる約51万個の販売と
なりました。また、新規販売ベースでのメモリモジュール（注）製品は、前
期を下回る販売数となりました。なお、当期末の同セグメントの受注残高は
10,992百万円となっております。
（注）「メモリモジュール」とは、パチンコ・パチスロ機の画像表示用基板に搭載される

画像データを保持しておく部分の仕組みを意味しております。
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(2) 新規事業関連
新規事業関連は組み込み機器向けグラフィックスLSIに加え、AIやブロッ

クチェーン等の先進技術を活用した新規事業領域に向けたスタートアップ事
業であり、AI領域での売上高を中心に、売上高は前期比192百万円減（同
30.4％減）となる440百万円、セグメント損失は同113百万円増（前期は
381百万円の損失）となる495百万円となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の総額は116百万円であります。
その主な内訳は、設計開発用機材等として61百万円、設計開発用ソフトウ

ェア等として8百万円及び管理系機材等として45百万円となっております。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度における設備投資等は、全て自己資金で賄っております。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の
状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第27期
(2022年３月期)

第28期
(2023年３月期)

第29期
(2024年３月期)

第30期
(当連結会計年度)
(2025年３月期)

売 上 高 (百万円) 10,666 14,474 17,570 15,244
経 常 利 益 (百万円) 1,001 1,813 2,449 1,542
親会社株主に帰属
する当期純利益 (百万円) 865 1,353 1,771 978

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 (円) 80.05 124.75 162.38 89.37

総 資 産 (百万円) 12,274 13,883 15,574 15,042
純 資 産 (百万円) 10,629 11,695 12,891 13,015
１ 株 当 た り
純 資 産 額 (円) 974.54 1,064.72 1,166.82 1,174.61

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり
純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
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② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第27期
(2022年３月期)

第28期
(2023年３月期)

第29期
(2024年３月期)

第30期
(当事業年度)

(2025年３月期)
売 上 高 (百万円) 10,350 14,033 17,189 14,918
経 常 利 益 (百万円) 1,013 1,557 2,293 1,434

当 期 純 利 益 (百万円) 903 1,203 1,568 818
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 (円) 83.52 110.87 143.79 74.71

総 資 産 (百万円) 11,726 13,157 14,512 13,952
純 資 産 (百万円) 10,691 11,579 12,501 12,458
１ 株 当 た り
純 資 産 額 (円) 984.87 1,061.16 1,140.44 1,133.66

(注) １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり
純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

(3) 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の
議決権比率 事業内容

ax株式会社 100百万円 87.66％
AIに関するコンサルティング（AIアプリの
開発等）
AIに関するフレームワークの開発、販売
ミドルウェア（AXIP）の販売

aimRage株式会社 45百万円 85.00％ メモリの企画・開発・製造・販売
メモリの書き込み、リユース業務
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(4) 対処すべき課題
当社グループでは持続的な成長のため、以下の課題に取り組んでまいりま

す。
① 新規事業の規模拡大について

当社グループが株主の負託に応えた持続的な成長を実現していくために
は、事業の多角化等による新たな収益機会の獲得が必要不可欠であると考え
ております。現在、事業の多角化に向けた取り組みとして、主にAI等の先進
技術を活用した新規事業領域への進出に注力しております。また、医療機器
や産業用機器等の組み込み機器に向けたグラフィックスLSIの販売拡大も行
っております。このため、当社グループでは、事業の多角化を支える体制の
強化や内部管理体制の充実を図りながら、事業の成長を加速するための戦略
的な提携、M&A、及び事業投資の機会を積極的に探求しております。これ
らの取り組みにより、新たな市場での競争力を確立し、早期の事業確立と規
模拡大を目指してまいりたいと考えております。

② パチンコ・パチスロ機市場での安定収益の確保について
当社グループの主力市場であるパチンコ・パチスロ機市場（年間新台販売

台数）は、2006年以降縮小傾向にありましたが、2020年度には市場が底打
ち、その後は安定した市場規模を維持しております。一方で、当社製品を含
む構成部材のリユース（再利用）の進展により、市場需要が縮小するという
厳しい影響も受けています。
しかしながら、同市場は当社グループ製品をはじめとする電子部品の需要

が旺盛な巨大な市場であることに加え、当社グループにおいて事業化が可能
な未参入領域も残されており、引き続き重要な市場であると考えておりま
す。同市場に向けましては、グラフィックスLSI及びメモリモジュール製品
を中核製品とし、同製品を搭載した基板製品の展開、さらには同市場内にお
ける新たな領域への製品開発など製品の多様化を図ってまいります。また、
顧客の開発負荷を軽減する開発支援環境の整備向上を図り、顧客とより密着
した付加価値の高いソリューションを提供してまいりたいと考えておりま
す。このような施策を有機的に展開し、厳しい市場環境においても安定収益
の確保と中長期的な成長を実現してまいりたいと考えております。

③ 知的財産権の保護・保全及び他社の知的財産権の侵害リスクを排斥するた
めの取り組みについて
当社グループは、開発した各種技術に係る知的財産権の保護・保全に加

え、当社グループの事業規模の拡大に応じて、他社の知的財産権の侵害リス
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クが高まるとの認識のもと、他社の権利を侵害しないための体制整備が重要
な課題であると認識しております。以上の課題に対し当社グループでは、社
長直轄の知的財産権全般にわたる担当部署を設置するとともに弁理士との緊
密な関係構築や知的財産権に関する社内セミナーの開催といった取り組みを
継続的に実施しております。今後におきましても、研究開発担当者、知的財
産権を統括する部署及び弁理士との連携強化を進め、さらなる実効性の向上
に努めてまいりたいと考えております。

④ コーポレート・ガバナンスの充実について
当社グループは、継続的な企業価値向上及び持続可能な成長を実現するた

めには、コーポレート・ガバナンスの充実が重要であると考えており、業
態、事業規模等に見合ったコーポレート・ガバナンス体制を適宜構築してい
くことが重要な課題であると考えております。

（コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方）
当社は、企業理念に定める「Mission」「Vision」「Values」の価値観を共有

して事業に取り組む。また、この理念のもと、企業組織として社会的倫理観を
もって事業活動を行うとともに、経営の健全性、透明性、効率性を高めること
により、企業価値の向上と持続可能な成長を目指す。

アクセル企業理念
Mission ：洗練された製品・サービスの創造を通じ、世の中の革新に貢献

しよう
Vision ：先端テクノロジー企業として、グローバルに活躍することを目

指そう
Values ：顧客の満足を第一としよう

プロフェッショナルとして挑戦することを楽しもう
多様性を尊重し、仲間と、より大きなことを為そう
スピードを上げよう

以下の項目につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.axell.co.jp/ir/holder/#meeting）に掲載しております。

1. 企業集団の現況（5）主要な事業内容、（6）主要な営業所及び工場、（7）従業員の状況、
（8）主要な借入先の状況、（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項、2. 株式の状況、3.
会社の新株予約権等に関する事項
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4. 会社役員の状況
(1) 取締役の状況（2025年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 会 長 松 浦 一 教 筑波大学客員教授
代 表 取 締 役 社 長 斉 藤 昭 宏 ax株式会社 取締役

常 務 取 締 役 客 野 一 樹
CTO
技術グループアルゴリズムチーム管掌
筑波大学客員准教授
ax株式会社 取締役

取 締 役 岸 本 貴 臣 営業グループゼネラルマネージャー
aimRage株式会社 代表取締役社長

取 締 役 菊 地 篤 志 技術グループゼネラルマネージャー
aimRage株式会社 取締役

取 締 役
（監査等委員・常勤） 五十島 滋 夫 公認会計士・税理士

ファナック株式会社 社外取締役（監査等委員）
取 締 役

（監 査 等 委 員） 三 村 勝 也 公認会計士・税理士
株式会社稲葉製作所 社外取締役

取 締 役
（監 査 等 委 員） 鈴 木 眞 巨 株式会社シブヤテレビジョン 代表取締役社長

取 締 役
（監 査 等 委 員） 西 坂 禎一郎 中小企業診断士

(注) 1. 取締役（監査等委員）五十島滋夫氏、三村勝也氏、鈴木眞巨氏及び西坂禎一郎氏は社
外取締役であります。

2. 取締役（監査等委員）五十島滋夫氏及び三村勝也氏は、長年にわたる公認会計士及び
税理士としての財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

3. 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために取締役（監査
等委員）五十島滋夫氏を常勤の監査等委員として選定しております。

4. 取締役（監査等委員）五十島滋夫氏、三村勝也氏、鈴木眞巨氏及び西坂禎一郎氏を東
京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

5. 2025年4月1日付で客野一樹氏は、ax株式会社の取締役から代表取締役社長に就任いた
しました。
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(2) 責任限定契約の内容の概要
当社と取締役（監査等委員）五十島滋夫氏、三村勝也氏、鈴木眞巨氏及び西

坂禎一郎氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法第425条第１項各号に定め

る金額の合計額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保

険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び
子会社の取締役、監査役であり、保険料は全額当社が負担しております。当該
保険契約により被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責
任の追及にかかる請求を受けることによって生ずることのある損害が填補され
ることとなります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為
に起因して生じた損害は填補されない等一定の免責事由があります。

(4) 取締役の報酬等
① 当事業年度に係る報酬等の総額

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く)
（うち社外取締役）

132
(−)

108
(−)

−
(−)

24
(−)

5
(−)

取締役（監査等委員)
（うち社外取締役）

31
(31)

31
(31)

−
(−)

−
(−)

4
(４)

合計
（うち社外取締役）

164
(31)

139
(31)

−
(−)

24
(−)

9
(４)

(注) 1. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与
は含まれておりません。

2. 非金銭報酬等として取締役（監査等委員を除く）に対して譲渡制限付株式報酬を交付
しております。当該株式報酬の概要は、下記「業績連動報酬等並びに非金銭報酬等に
関する方針」、その交付状況は「2. 株式の状況」に記載のとおりです。
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② 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の

個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。また、取締役
会は当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の
決定方法及び決定された報酬等の内容が、当該決定方針と整合していること
等を確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

＜基本方針＞
当社の取締役の報酬は、持続的な企業価値向上に向けた健全なインセンテ

ィブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取
締役の報酬の決定に際しては、各取締役の職責等を踏まえた適正な内容及び
水準とすることを基本方針としております。具体的には、業務執行取締役の
報酬は固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）に加え、事業年度ごとの業績
に基づく短期業績連動報酬（金銭報酬）と中長期的な業績と企業価値向上へ
の貢献意識を高めることを目的とした中長期業績連動報酬（株式報酬）によ
り構成しております。また、社外取締役については、その職務に鑑み「基本
報酬」のみを支払うこととしております。

＜基本報酬（金銭報酬）に関する方針＞
当社の取締役の基本報酬は、職責等に応じた堅実な職務執行を促すための

固定報酬（月別）とし、取締役報酬支給基準に定める役位ランク（EX-１
からEX-９及びEX-C）に基づき支給するものとします。支給額は役位ラン
クに基づき定める代表対価、監督対価、職位対価の合算額とし、これらの対
価とは別に特命事項等の対価を追加することもできるものとします。また、
業績に対する経営責任を明確にするため、以下の減額条項を定めておりま
す。
（固定報酬減額条項）＊対象は業務執行取締役のみとする。
・当期純損失（連結決算優先）を計上した場合、翌期固定報酬を６か月間
役職に応じて30〜20％相当分を減額する。

・上記固定報酬の減額は最低額とし、状況により取締役会で減額幅拡大の
検討を行う。
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＜業績連動報酬等並びに非金銭報酬等に関する方針＞
業績連動報酬は、事業年度ごとの業績に基づく「短期業績連動報酬」と、

中長期的な業績と企業価値向上への貢献意識を高めることを目的とした「中
長期業績連動報酬」による構成としております。短期業績連動報酬は、事業
年度ごとの業績向上に対する意識を高めるために業績指標を反映した金銭報
酬とし、各事業年度の自己資本利益率（ROE：連結決算優先）の水準に応じ
た額を賞与として、支給水準に達した年度の終了後に支給いたします。支給
対象者は、その事業年度の末日及び定時株主総会日時点で在籍している取締
役とし、在任期間などは合理的に調整いたします。また、支給基準は、株主
目線を経営に取り入れるため資本コストを意識するものとし、自己資本利益
率（ROE：連結決算優先）８％以上の場合に支給するものとしております
が、適切なインセンティブとして継続して機能するよう、監査等委員会の意
見を踏まえたうえで、環境の変化に応じて適宜見直しを行っております。な
お、見直しに当たっては株主総会の承認決議を得るものといたします。当事
業年度におきましては、自己資本利益率（ROE：連結決算優先）が7.6％と
なったため、短期業績連動報酬は支給しておりません。
中長期業績連動報酬は、株価変動のメリットとリスクを株主と共有し、長

期的な株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲をより高める報酬構成とする
ため、非金銭報酬となる譲渡制限付株式報酬としております。株主との利害
共有を長期にわたって実現するため、譲渡制限期間は30年間とし、当社企業
集団の取締役及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職するまでは譲渡
等の処分を行うことはできないものとしております。また、譲渡制限付株式
に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額は年額30百万円以内と
し、支給時期は定時株主総会終了後、１か月以内を目安としております。

＜報酬等の割合に関する方針＞
取締役の種類別の報酬割合は、当社と同程度の事業規模や同業種における

他社水準を参考に、上位の役位ほど業績連動報酬の比重が高まることを基本
構成としております。報酬等の種類ごとの割合は、短期業績連動報酬の支給
基準である連結ROE８％達成時において、業務執行取締役でおおよその目安
として基本報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等＝70：20：10としており
ます。
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＜報酬等の決定の委任に関する方針＞
当社の取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権

限を有する者は、取締役会となっておりますが、個別の報酬等の内容につき
ましては、代表取締役社長が委任を受けるものとしております。その委任の
範囲につきましては、株主総会で決定された総額限度内で、各取締役の職
責、職務執行状況及び取締役の自己評価等を総合的に勘案したうえで、取締
役報酬支給基準に基づき役位ランクを決定し、個別報酬額（株式報酬の場合
は個人別の金銭報酬債権額及び割当株式数）を決定することに限るものとし
ております。この権限を代表取締役社長に委任する理由は、当社全体の業績
を俯瞰しつつ、各取締役の評価を行うのに最も適していると判断したためで
あります。また、適切な権限の行使のため、個別の報酬額等は、独立社外取
締役から構成される監査等委員会の意見を確認の上、取締役会において最終
決定しております。

＜取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項＞
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2020年６

月30日開催の第25期定時株主総会において、固定報酬枠として年額150百
万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）、業績連動報酬枠
のうち短期業績連動報酬として自己資本利益率（ROE：連結決算優先）が８
％以上12％未満で年額50百万円、12％以上16％未満で年額80百万円、16
％以上は４％上がるごとに20百万円を上乗せする内容で決議しております。
また、金銭報酬とは別枠で、2020年6月30日開催の第25期定時株主総会に
おいて、株式報酬の額として年額30百万円以内、株式数の上限を年37,500
株以内（監査等委員である取締役を除く。）と決議しております。なお、当
該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員
数は４名です。
取締役（監査等委員）の金銭報酬の額は、2016年6月18日開催の第21期

定時株主総会において、年額40百万円以内と決議しております。当該定時株
主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は４名です。

なお監査等委員を含めた取締役の員数は、定款で10名以内と定めております。

以下の項目につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.axell.co.jp/ir/holder/#meeting）に掲載しております。
4. 会社役員の状況（5）社外役員に関する事項、5. 会計監査人の状況、6. 職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概
要、7. 剰余金の配当等の決定に関する方針、8. 会社の支配に関する基本方針
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 負 債

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他

固 定 負 債

資 産 除 去 債 務

1,984

1,571

76

336

42

42

流 動 資 産 12,411
現 金 及 び 預 金 5,000
売掛金及び契約資産 1,488
有 価 証 券 1,600
商 品 及 び 製 品 3,908
仕 掛 品 3
原材料及び貯蔵品 0
そ の 他 410 負 債 合 計 2,026
貸 倒 引 当 金 △0 （純 資 産 の 部）

固 定 資 産 2,631 株 主 資 本 12,535
有 形 固 定 資 産 191 資 本 金 1,028
建 物 57 資 本 剰 余 金 987
工具、器具及び備品 133 利 益 剰 余 金 10,714

無 形 固 定 資 産 29 自 己 株 式 △195
そ の 他 29 その他の包括利益累計額 343

投資その他の資産 2,410 その他有価証券評価差額金 343
投 資 有 価 証 券 2,179 新 株 予 約 権 28
繰 延 税 金 資 産 67 非 支 配 株 主 持 分 108
そ の 他 162 純 資 産 合 計 13,015

資 産 合 計 15,042 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,042
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連 結 損 益 計 算 書

(自至 2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 15,244
売 上 原 価 10,856

売 上 総 利 益 4,388
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,926

営 業 利 益 1,461
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3
受 取 配 当 金 54
投 資 事 業 組 合 運 用 益 49
そ の 他 9 116

営 業 外 費 用
為 替 差 損 34
そ の 他 0 34
経 常 利 益 1,542

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 0 0

特 別 損 失
減 損 損 失 9
投 資 有 価 証 券 売 却 損 125
そ の 他 4 139

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,404
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 430
法 人 税 等 調 整 額 △11 418
当 期 純 利 益 985
非支配株主に帰属する当期純利益 6
親会社株主に帰属する当期純利益 978
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売掛金及び契約資産
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
原材料及び貯蔵品
前 渡 金
前 払 費 用
未収還付法人税等
未 収 消 費 税 等
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
特 許 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

11,205
4,124
1,386
1,600
3,690

0
231
117
15
21
17

2,747
166
48

117
29
5

24
2,551
2,179
192
42
70
39
26

（負 債 の 部）
流 動 負 債 1,452

買 掛 金 1,154
契 約 負 債 6
未 払 金 202
未 払 費 用 32
預 り 金 20
そ の 他 35

固 定 負 債 42
資 産 除 去 債 務 42

負 債 合 計 1,494
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 12,086
資 本 金 1,028
資 本 剰 余 金 935
資 本 準 備 金 871
その他資本剰余金 63

利 益 剰 余 金 10,317
利 益 準 備 金 1
その他利益剰余金 10,316
繰越利益剰余金 10,316

自 己 株 式 △195
評価・換算差額等 343

その他有価証券評価差額金 343
新 株 予 約 権 28
純 資 産 合 計 12,458

資 産 合 計 13,952 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,952
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損 益 計 算 書

(自至 2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 14,918
売 上 原 価 11,147

売 上 総 利 益 3,771
販 売費及び一般管理費 2,403

営 業 利 益 1,367
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3
受 取 配 当 金 54
投 資 事 業 組 合 運 用 益 49
そ の 他 5 112

営 業 外 費 用
為 替 差 損 45
そ の 他 0 45
経 常 利 益 1,434

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 0 0

特 別 損 失
関 係 会 社 株 式 評 価 損 154
投 資 有 価 証 券 売 却 損 125
そ の 他 12 292

税 引 前 当 期 純 利 益 1,142
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 320
法 人 税 等 調 整 額 4 324
当 期 純 利 益 818
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 ア ク セ ル 2025年５月14日

取締役会 御中
EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植 村 文 雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 菅 野 貴 弘

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アクセルの2024年４月１日から2025年３月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アクセル及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、
連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連
結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切で
ない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査
報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、
監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 ア ク セ ル 2025年５月14日

取締役会 御中
EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植 村 文 雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 菅 野 貴 弘

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アクセルの2024年４月１日から2025年

３月31日までの第３０期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、
また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算
書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場
合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第30期事業年度における取
締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたしま
す。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又はインターネット等
を経由した手段も活用しながら、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、
取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等とオンライン形式も交えて意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。
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(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月15日
株 式 会 社 ア ク セ ル 監 査 等 委 員 会

監査等委員（常勤） 五十島 滋 夫 ㊞
監査等委員 三 村 勝 也 ㊞
監査等委員 鈴 木 眞 巨 ㊞
監査等委員 西 坂 禎一郎 ㊞

(注) 監査等委員４名は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であ
ります。

以 上
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ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、
より多くの人へ適切に情報を伝えられるよう配慮した
見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図

会 場：東京都千代田区飯田橋三丁目10番８号
ホテルメトロポリタンエドモント ２階 悠久の間
ＴＥＬ ０３−３２３７−１１１１

最 寄 駅：・ＪＲ飯田橋駅東口より徒歩約５分
・地下鉄有楽町線／南北線／大江戸線 飯田橋駅Ａ２出口より徒歩約５
分

・地下鉄東西線 飯田橋駅Ａ５出口より徒歩約２分
・ＪＲ水道橋駅西口より徒歩約５分

◎会場では、ご要望に応じて車椅子のサポート、席やお手洗いへの誘導、筆談サポ
ート等お手伝いさせていただきますので、お気軽に声をお掛けください。


